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介護福祉士養成施設（以下、「養成学校」と

いう。）を取り巻く環境が厳しい状況にある中、

１０月３０日、小林会長、澤田、鈴木両副会長

が厚生労働省を訪れ、修学資金貸付制度の拡充

並びに介護福祉士養成に係る離職者訓練制度の

継続実施等を求める厚生労働大臣あての要望書

を提出しました。当日は塩崎厚生労働大臣の都

合が付かず石井淳子社会・援護局長等への説明

及び提出となりました。 

始めに石井社会・援護局長を訪れた小林会長は、修学資金貸付制度の拡充・強化に

ついて、修学資金は将来の介護の担い手として明確な目標を持ち養成学校への進学を

志す者にとって大きな励みとなっていることから、国庫負担割合の増加、返済免除条

件の緩和などを迫りました。これに対し、石井局長は、養成学校の厳しい状況は前任

の鈴木局長（現・年金局長）から伺っているとしたうえで、平成２０年度第２次補正

予算で行われた補助率 10 分の 10 は極めて例外的な措置であり、復活は困難と思われ

るが、国としても「介護離職ゼロ」に向けて介護人材の確保は大切な要素と考えてい

るので、少しでも前進できるようにして行きたいとの返答がありました。 

また、資質向上のための介護福祉士の再教育の支援については、２７年度から設け

られた地域介護医療総合確保基金を活用した事業の展開をなどの考えを示されまし

た。 

更に、養成学校卒業生の国家試験に関し、国会に提出されている介護福祉士法の一

部改正法案が成立しないと養成学校はもとより社会的混乱を招く事態となることか

ら、法案の早期成立を強く国会に働きかけるよう要請しました。 

修学資金貸付制度の拡充等を求める要望書を

厚生労働大臣に提出！ 

（平成 27 年 9 月 30 日（水） 東京ガーデンパレス） 
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次いで、職業能力開発局を訪れ、担当の波積大

樹能力開発課長との面談で、養成学校入学者の

１８％を占め、卒業後の評価も高い養成学校に

おける離職者訓練制度（委託事業）の継続を要

望しました。これに対し、波積課長は、今後も

制度の維持を図るよう継続して予算要求をして

行く意向を示されました。 

これら要望については、一団体からの要望に

留まらず、都道府県から要望の声が国に届くこ

とが大きな前進要因に繋がることから、各都道府県において、養成学校が一体となっ

て議会議長や知事に請願書や要望書の提出行動をとるよう、お願いしているところで

す。要望事項の実現に向けて一層の活動を図られるよう重ねてお願い致します。 

 

 

協会では毎年、１１月１１日の「介護の日」

に合わせポスターやチラシを作成し、各養成学

校にお届けしているところですが、今年も総

務・企画委員会において、養成学校の人材確保

を兼ねたポスターとチラシを作成しました。 

今年のポスターは、高校生の車中での出来事

を通じ、将来の仕事として介護に強い関心を抱

かせる心の動きを捉えたものです。また、チラ

シでは介護は社会に欠かせない仕事であり、深

さ、広さ、楽しさの大きな魅力をもったもので、

養成学校での学びが現場で役立ち、現場からも

期待されていることを紹介したものとなってい

ます。 

このポスターやチラシは協会のホームページ

から入手できますので、ダウンロードの上ご活

用下さい。 

 

介護の日に合わせ、ポスター等を作成！ 
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【厚生労働大臣に対する要望書】
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